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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループのコーポレート・ガバナンスの考え方は、経営のスピード化・戦略性の向上、企業行動の透明性の確保、ディスクロージャーとアカ
ウンタビリティの充実であると考えます。

　経営のスピード化・戦略性の向上については、経営企画本部、ストア本部、商品本部、製造本部、管理本部及び開発部に機能分割することによ
り、経営の強化・効率を図っております。また、取締役会で決定された方針に則って、全執行役員及び常勤監査役によって構成される経営会議、
及び全執行役員によって構成される戦略会議において戦略立案と業務執行を推進している他、業務管理の一環として迅速な経営状況の把握の
為の予算会議を開催しております。

企業行動の透明性の確保については、監査室と監査役のダブルチェック過程と、公正で客観的な視点を有する社外取締役と社外監査役が加わる
取締役会の審議過程で対応しております。

　ディスクロージャーとアカウンタビリティについては、株主と投資家の皆様に対してはＩＲ活動を積極的に進めております。定時株主総会では、映
像資料を用いる等事業報告の主な内容や重要課題、中長期の展望について解り易く説明しております。また、決算説明会を年２回開催している
他、機関投資家向け説明会を年２回程度の頻度で開催しております。

　また、2004年４月から社会的責任を遂行できる企業経営を目指して企業行動基準を策定し、各ステークホルダーに対して公正な企業活動の実
施を宣言し、コンプライアンス委員会を組織化してその執行状況の監督にあたっております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、2021年６月改訂後のコーポレートガバナンス・コードの各原則(プライム市場向けの内容を含みます。)全てを実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1－４．政策保有株式】

(1) 政策保有株式に係る検証の内容

　当社は、政策保有株式の段階的な縮減に取り組むべく、個別銘柄毎に保有目的が適切か、保有便益やリスクが経済合理性に合っているかを継
続的に精査しております。一方、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、保有する経済合理性があると認められた投資株式に
ついては保有することとしております。

(2) 政策保有株式に係る議決権行使基準

　保有株式の議決権については、発行会社における財務の健全性に悪影響を及ぼす場合や違法行為または反社会的行為が発生した場合等に
おける該当議案には反対するなど、「発行会社の効率的かつ健全な経営に役立ち、企業価値の向上を期待できるか」等を総合的に勘案し、その
行使についての判断を行っております。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　当社は、役員及び主要株主等との取引については、原則として行わない方針ですが、当社の企業価値の向上に資すると判断される場合には、
取締役会の承認を得て実行する場合があります。なお、取引を実行した場合には、その結果について取締役会で検証を行います。

【補充原則２－４－１．女性の活躍推進を含む社内の多様性の確保】

　当社は、女性の活躍促進を含むダイバーシティを推進し、中途採用者を積極的に採用し、多様性を強みとする企業風土の醸成を推進しておりま
す。

(1) 女性の管理職への登用

　女性管理職の人数を、2024年3月までに15人以上とします。

（2）中途採用者の管理職への登用については、業務遂行に必要な部門・施策に必要な人材を採用しており、経験・能力等に応じて採用形態に関
わらず管理職への登用を行っているため、目標数値の設定を行っておりません。

　なお、外国人についても、管理職としての登用は国籍を問わず行う方針としているため、目標数値の設定は行っておりません。

（3）当社は、採用環境、幹部社員の成長度、重点施策の進捗等を勘案し、必要な人材の確保・育成を優先的に取り組むとともに、多様性を確保す
るために様々な経験、知識、能力を有する人材を管理職にも積極的に採用しております。

　また多様な働き方に対応する為、育児休暇制度、介護休暇制度に加え、連続6日間休暇制度を定めております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社には、企業年金基金制度はありません。

※従業員の安定的な資産形成のため、企業型確定拠出年金制度を導入しています。



【原則３－１．情報開示の充実】

　当社は、経営に関する重要な情報を、自主的に、公平かつ適法・適切に開示します。

　また、実効的なコーポレートガバナンスを実現するため、次の事項を開示します。

１．会社の目指すところ（経営理念等）

　当社は「食を通じて地域の皆様の健康で豊かな生活に貢献します」の企業理念のもと、グループ経営方針を策定しております。詳しくは当社ウェ
ブサイトをご参照下さい。

２．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　本報告書及び有価証券報告書に記載しております。

３．取締役報酬を決定するに当たっての方針と手続き

　当社の取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬と短期インセンティブとしての賞与、長期インセンティブとしての譲渡制限付株式報酬(RS)、
中期インセンティブとしての業績連動型譲渡制限付株式報酬(PSU)により構成し、会社業績との連動性を確保し、職責や成果を反映した報酬体系
としています。なお、PSUに関して2024年度から開始する新中期経営計画と導入時期を合わせて実施するため、2023年度については基本報酬、
賞与、RSとしています。社外取締役と監査役は、業務執行から独立した立場であり、一定の金額の基本報酬と賞与により報酬を構成しておりま
す。

　取締役の個人別の報酬等の決定につきましては、取締役会で決議された決定方針に基づき、株主総会が定めた報酬総額の範囲内で、取締役
会から委任を受けた人事報酬諮問委員会がその金額を決定しております。なお、人事報酬諮問委員会は、委員の過半数が独立社外役員で構成
され、独立社外取締役が委員長を務めており、報酬決定手続きの客観性・透明性を確保しております。

４．取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き

（１）取締役候補者および執行役員選任の基本方針

　取締役候補者および執行役員については、当社グループの持続的な発展と中長期的な企業価値の向上に貢献できる人物を取締役および執行
役員とすることを基本方針とし、次の資質を有するものの中から、各役員別の選任基準を勘案し、選任しております。

・当社グループの経営理念を尊重し、優れた人格および見識を有する者

・当社グループの歴史、企業文化、社員特性等を良く理解し、事業に関して十分な経験と知識を有する者

・当社グループの置かれた経営環境、競合の動向等を踏まえ、当社グループの企業価値を持続的に向上させ、中長期的な企業価値の増大に資
する経営戦略、実行計画等について、具体的な提案および執行をすることができ、絶えず検証し、改善する努力を継続できる者

・当社グループの属する業界および提供する価値に関する市場の変化を敏感に察知し、当社グループの進むべき方向性について建設的な議論
を行うことができる者

（２）取締役候補者および執行役員の選任・選定基準

　取締役の選任・選定基準は以下のとおりとします。

①社内取締役および執行役員

　経営の意思決定および業務執行に携わる者としてふさわしい経歴、能力、リーダーシップ、中長期的視野および高い倫理観を持つ者の中から、
人格、経験、当社の取締役としての在任年数等を総合的に勘案し、候補者とします。

②社外取締役

　当社の定める独立性判断基準に該当し、かつ次のいずれかの経歴または能力を有する者の中から、人格、他社役員の兼任状況、当社取締役
としての在任年数等を総合的に勘案し、候補者とします。

・弁護士等の法律の専門家

・財務および会計に関する相当程度の知見を有する者

・流通業界等、当社ビジネスに関連する業界の知識や経験を有する者

・経営感覚およびリーダーシップに優れた能力を有する者

・その他上記各項目に準じた経歴または能力を有する者

③代表取締役

　株主総会において選任された取締役の中で当社グループを代表するにふさわしい者を代表取締役として選定します。

（３）取締役および執行役員の解任・解職基準

　次に挙げる基準に一つでも該当した場合、解任・解職提案の対象とします。

・法令、定款、その他当社グループの規程に違反し、当社グループに多大な損失または業務上の支障を生じさせた場合

・取締役の選任・選定基準に定める資質を欠くことが明らかになった場合

・当社グループにおいて著しい業績不振を招いた場合（代表取締役社長にのみ適用）

・担当業務において著しい業績不振、予算乖離、または労働基準法に抵触する過重労働の発生を招いた場合

・忠実義務に反して自己若しくは第三者の利益をはかる行為を行った場合

・当社グループの信用を著しく毀損する行為を行った場合

・反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係が認められた場合

・公序良俗に反する行為を行った場合

・健康上の理由等により職務遂行に著しい支障が生じた場合

（４）代表取締役の解任・解職基準

　代表取締役については、取締役の解任・解職の基準のほか、次に挙げる基準に該当した場合においても、解任・解職提案の対象とします。

・監査役会等、代表取締役を監視・監督する機関からの意見を軽視する行為を行った場合

・後継者候補の指名、若しくは指名の為の育成を行う意思が見られない場合

・他社との業務提携等、経営上の重要な契約事項に反する行為を行った場合

（５）取締役候補者の選任・選定の手続

　取締役候補者の指名に当たっては、独立社外取締役を委員長とする人事報酬諮問委員会が取締役会に提案します。取締役会は、人事報酬諮
問委員会の提案について審議し、取締役候補者を決定し、取締役の選任に関する議案を株主総会に付議します。

代表取締役および役付役員については人事報酬諮問委員会の提案に基づき、取締役会で審議し、選定します。

（６）取締役の解任・解職の手続き

　取締役について、人事報酬諮問委員会から解任・解職基準に該当するとの審議結果の報告があった場合、または他の取締役から解任・解職基
準に該当する旨の提案があった場合には、取締役会にて審議を行う。取締役会において解任・解職基準に該当すると判断したときは、取締役会
は次のとおり対応する。

①代表取締役、取締役会長

　代表取締役、会長としての役職を解職します。

②取締役

　業務執行取締役としての役職を解職する場合は、次の定時株主総会では取締役候補者としない。また、その解任事由が、法令または定款に違
反する重大な事実による場合は、臨時株主総会を開催し、解職の議案を付議します。

５-１．取締役会が監査役候補者の指名を行うに当たっての方針と手続き

　監査役候補者の選任については、取締役候補者と同様に「人事報酬諮問委員会」において選任の検討を行い、その結果を監査役会に答申し、



監査役会で決議の上、株主総会に付議することとしています。

　社内候補者については、取締役の職務の執行の監査を的確、公正かつ効率的に遂行することができる知識および経験を有し、かつ十分な社会
的信用を有する者を選任することとしております。また、社外監査役候補者については、監査機能を十分発揮するため、原則として次に掲げる事
項を充足する者を選任することとしております。

・会社経営、法曹、会計、行政、コンサルティング、教育等の分野で指導的役割を果たし、豊富な経験、専門的知見を有していること

・当社の事業に関する深い関心を持ち、当社の経営全体を俯瞰する立場から、当社が抱える課題の本質を理解し、適時適切に経営陣に対して意
見陳述や指導・監督を行う能力を有すること

５-２．取締役候補者及び監査役候補者の指名を行う際の個々の選任・指名の理由

　取締役候補者及び監査役候補者の選任理由について株主総会招集通知添付の株主総会参考書類に記載しております。

　なお、経営陣幹部を解任すべき事情が生じた場合は、適時に取締役会で審議を行います。

【補充原則３－１－３．情報開示の充実…サステナビリティについての取り組み】

（１）当社は、サステナビリティに関する基本方針に基づき、自社のホームページ等で考え方や方針、具体的な取組みについて開示しております。
また、2021年度を初年度とする中期経営計画において「事業を通じた地域社会の課題解決」を重点施策とし、新たな担当部署（ブランド推進部）を
設置し、環境、社会への持続的貢献、地産地消等に取組む姿勢を明確にしております。

（2）当社は、中期経営計画において「従業員が挑戦できる環境実現」を重点施策としており、次世代を担うマネジメント育成プログラムの構築や、
問題発見・課題解決ができる人材育成に取り組んでおります。

有価証券報告書をご参照下さい。

https://ssl4.eir-parts.net/doc/7475/yuho_pdf/S100OGGO/00.pdf

　気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響の開示については、ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォー
ス）またはそれと同等の枠組みに基づき、当社のホームページ、及び2023年3月期の有価証券報告書の「サステナビリティに関する考え方及び取
組」に、現状の取り組み状況を開示しております。今後も、気候変動に係るリスク及び収益機会が当社に与える影響について、データの収集及び
分析を実施し、開示の充実に取り組んでまいります。

【補充原則４－１－１．取締役会の役割・責務(1)】

　当社は法令または定款の定めにより、取締役会の決議を要する事項及び業務執行に関する重要事項について取締役会で決議しております。特
に株式や固定資産の取得・処分、融資・保証を伴う投融資案件については「取締役会決議基準」を定め、基準を超える案件について、取締役会に
て審議・決定しています。

また職務権限規程を定め、取締役会、経営会議、代表取締役、本部長等の意思決定機関及び意思決定者に対して、決裁・審議・承認に関する権
限を明確に定めております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　社外役員の独立性について、以下のとおり基準を設けております。

（１）当社の社外役員にふさわしい能力、識見、経験及び人格を有し、当社の経営に対し、独立した客観的な立場から指摘、意見することができる
人材であること

（２）当社及び関係会社の元役員・従業員でないこと

（３）現に契約している会計監査人、顧問弁護士事務所及びメインバンクに現に所属し、または過去に所属していた者でないこと

（４）出資比率10％以上の大株主（あるいは大株主である団体に現に所属し、または過去に所属していた者）でないこと

（５）過去３会計年度において、当社基準を超える（当該取引先との年間取引額が相互の売上高の2％を超える）取引先に現に所属し、または過去
に所属していた者でないこと

（６）（３）から（５）に該当する場合でも、当該団体を退職後５年以上経過していること

（７）東京証券取引所の有価証券上場規程に規定する「独立役員」の要件に該当すること

【補充原則４－1０－１．任意の仕組みの活用】

　当社は、監査役会設置会社であり、取締役５名中２名は独立社外取締役となっております。

取締役、執行役員の人事・報酬については、取締役会の諮問機関として、委員の過半数が独立社外役員で構成され、独立社外取締役が委員長
を務める人事報酬諮問員会で審議され、取締役会へ答申しております。なお、取締役、執行役員の個人別報酬につきましては、取締役会からの
委任により、人事報酬諮問員会で決定しております。

【補充原則４－１１－１．取締役会の構成】

　当社取締役会は、経営戦略に照らして自らが備えるべきスキル等を特定した上で、知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え
方を定めております。各役員のスキルについてはスキルマトリクスで開示しております。別表をご参照下さい。

【補充原則４－１１－２．社外役員の兼任状況】

　社外取締役・社外監査役をはじめ取締役・監査役は、その役割・責務を適切に果たすために、必要となる時間・労力を取締役・監査役の業務に
振り向けることができるよう、兼職については合理的範囲に留めています。なお、その兼任の状況は、株主総会招集通知添付の事業報告書及び
有価証券報告書等において開示しています。

【補充原則４－11－３．取締役会の実効性評価】

　当社は取締役会の諮問機関である「ガバナンス委員会」を設置し、年に1回、取締役会の構成や運営に関する評価・レビューを行い、取締役会で
その結果のフィードバックに基づき審議しております。また、各取締役から取締役会のあり方・運営等に関する評価・意見を確認する等して、取締
役会全体の実効性について分析・評価を行い、取締役会の運営等の改善に活用しております。

＜取締役会実効性評価について＞

　コーポレートガバナンスの実効性を高めるための取組みの一環としまして、取締役会の諮問機関である「ガバナンス委員会」において、取締役会
の実効性に関する分析および評価を行いました。

１．評価の方法

取締役および監査役に対して評価の主旨等を説明のうえ質問票を配布し、回答により得られた意見等に基づき、「ガバナンス委員会」での議論も
踏まえて、分析・評価を実施いたしました。

　評価を実施した項目

　・取締役会の運営

　・取締役会の議題



　・取締役会を支える体制

２．評価結果の概要

　今回の評価において、取締役会は、議題、審議内容及び議論状況から、その実効性は十分に確保されているとの評価結果となっています。

　項目別においては、取締役会の運営については改善がみられたものの、議案に対する十分な審議ができるよう、事前会議での審議内容を社外
役員と共有して欲しいというご要望を頂いております。

　また、潜在リスク及びこれらの対処策の議論を社外役員と共有する点につきましては、引き続き改善が必要とのご意見を頂いております。

当社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を目指すうえで、取締役会における審議をこれまで以上に活性化するための対応として取締役
会の運営面において、以下の改善策に取組んでまいります。

a.重要案件について、取締役会出席者に対し、事前会議での審議内容を補足した資料の充実に努めます。

b.社外役員との連携窓口を明確化し、適宜、情報提供や情報の共有が行えるような体制作りに努めます。

【補充原則４－１４－２．取締役・監査役のトレーニング】

　取締役および監査役に対し、就任時および就任以降も継続的に、経営を監督する上で必要となる事業活動に関する情報や知識を提供する等、
求められる役割を果たすために必要な機会を提供しています。

　また、社外役員に社内の情報を十分に共有する体制を準備し、当社の経営理念、企業文化への理解を促すとともに経営環境等について継続的
に情報提供を行っています。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社のＩＲ活動は経営企画本部経営戦略推進部が行っております。ＩＲ活動に必要な情報は、ストア本部、商品本部、管理本部等の関係部署か
ら情報収集し、経営戦略推進部で取りまとめをしております。

　当社の主なＩＲ活動は次のとおりです。

・定時株主総会：年１回

・決算説明会：年２回

・機関投資家説明会：年２回

・取材対応：随時

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

三菱商事株式会社 1,388,440 15.87

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 765,700 8.75

アルビス共栄会持株会 388,300 4.44

株式会社北陸銀行 250,000 2.86

カナカン株式会社 215,000 2.46

アルビス社員持株会 199,538 2.28

笹田　悦朗 159,220 1.82

株式会社日本アクセス 144,400 1.65

株式会社富山第一銀行 142,600 1.63

三菱食品株式会社 139,700 1.60

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　当社は、自己株式を507,559株保有(2023年3月31日現在)しておりますが、上記株主からは除外しております。

　なお、上記「大株主の状況」については、2023年3月31日現在の株主名簿より記載しております。

その後、当社は、2023年5月31日に自己株式100,000株を取得しておりますので、提出日現在では、自己株式607,559株保有しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム



決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

加世多達也 他の会社の出身者 △ △

松村篤樹 公認会計士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家



g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

加世多達也 ○

過去において主要な取引先の業務執行
者でありましたが、同職の退任から相当
期間を経過していることから、独立役員の
資格を充たすものと判断しております。

独立的な立場から、金融や不動産分野におけ
る幅広い知識と豊富な経験をもとにガバナンス
強化を担う役割を果たすことを期待し、社外取
締役として選任しております。また、一般株主と
利益相反の生じるおそれがないものと判断して
独立役員として指定しております。

松村篤樹 ○

同氏が代表を務める税理士法人に対して
は業務委託料の支払いがありますが、少
額であることから独立役員の資格を充た
すものと判断しております。

独立的な立場から、公認会計士及び税理士と
しての専門的知識と豊富な経験をもとにガバナ
ンス強化を担う役割を果たすことを期待し、社
外取締役として選任しております。また、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないものと判
断して独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

人事報酬諮問委員
会

4 0 1 2 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

人事報酬諮問委員
会

4 0 1 2 0 1
社外取
締役

補足説明

　人事報酬諮問委員会は、取締役会の諮問機関として、代表取締役社長、独立役員に指定された社外取締役、社外監査役により構成され、取締
役・監査役および執行役員等の選任および解任に関する事項や、報酬における基本方針について答申案を策定しているほか、取締役等の個人
別報酬については、取締役会から委任を受け人事報酬諮問委員会において決定しております。

　なお、上記のその他１名は、独立役員に指定された社外監査役であります。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役と会計監査人とは監査分担を行っており、会計監査人は会計帳簿を基礎として記載されている会計報告事項を監査対象としており、会計

監査人から監査実施項目と監査結果について監査終了後報告を受けております。なお、当報告には監査の過程での取締役の職務執行に関し

て、不正行為又は法令・定款に違反する重大な事実の有無の報告を含んでおります。



　また、監査役は、各営業所への定期的な業務監査を実施しております。監査にあたり、必要に応じて内部監査部門の監査報告や改善監査報告

等の情報交換により監査の実効性の向上に活かしています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

山口敏彦 弁護士

樋尾亜佐子 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山口敏彦 ○ ―――

独立的な立場から、弁護士としての専門知識と
豊富な経験をもとに当社の経営に対する適切
な監査を行うことを期待し、社外監査役に選任
しております。また、一般株主と利益相反の生
じるおそれがないものと判断して独立役員とし
て選任しております。

樋尾亜佐子 　 主要株主三菱商事株式会社からの派遣

販促事業やデジタルマーケティングの業務を通
じて豊富な経験と幅広い知識を有しており、当
社の経営に対する適切な監査を行っていただく
ことを期待し、社外監査役として選任しておりま
す。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社は、2023年６月23日開催の第56回定時株主総会決議により、当社の取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取締役」といいます。）を対象
に、譲渡制限付株式報酬制度（以下、「本譲渡制限付株式報酬制度」（ＲＳ）といいます。）及び業績連動型譲渡制限付株式報酬制度（以下、「本業
績連動型譲渡制限付株式報酬制度」（ＰＳＵ）といい、本譲渡制限付株式報酬制度と合わせて「本制度」といいます。）を導入いたしました。

１.　本制度の導入目的等

（１）本制度の導入目的

　本譲渡制限付株式報酬制度は、当社の対象取締役に対し、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上へ
の貢献意欲を従来以上に高める長期インセンティブを与えることを目的として、また、本業績連動型譲渡制限付株式報酬制度は、対象取締役に
対し、報酬と会社業績及び当社の株式価値との連動性をより明確化することなどにより、当社の中期経営計画の達成度に連動する中期インセン
ティブを与えることを目的として導入いたしました。

（２）本制度の導入条件

　本制度は、対象取締役に対して、一定の譲渡制限期間及び当社による無償取得事由等の定めに服する当社普通株式（以下、「譲渡制限付株
式」といいます。）並びに連続する３事業年度を業績評価期間として、当該業績評価期間における業績等の数値目標等の達成度合いに応じた数
の当社普通株式（以下、「業績連動型譲渡制限付株式」といいます。）の割当てのために金銭報酬債権を報酬等として支給することとなります。

　なお、2017年６月22日開催の当社第50回定時株主総会において、当社の取締役の報酬等の額は年額300,000千円以内（ただし、使用人兼務役
員の使用人分給与は含まない。）としてご承認をいただいておりますが、当社における対象取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案いたし
まして、上記取締役の報酬等の額の範囲内で、対象取締役に対する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、年
額15,000千円以内として、また、業績連動型譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、各対象期間（３.（１）で定義さ
れる）につき45,000千円以内として設定しております。

２.本譲渡制限付株式報酬制度（ＲＳ）の概要

（１）譲渡制限付株式の割当て及び払込み

　当社は、対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式に関する報酬等として上記の年額の範囲内で金銭報酬債権を支給
し、各対象取締役は、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを受けます。

　なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行または処分に係る当社取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社
普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける対象
取締役に特に有利な金額とならない範囲で当社取締役会において決定いたします。

　また、上記金銭報酬債権は、対象取締役が、上記の現物出資に同意していること及び下記（３）に定める内容を含む譲渡制限付株式割当契約を
締結していることを条件として支給いたします。

（２）譲渡制限付株式の総数

　対象取締役に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数15,000株を、各事業年度において割り当てる譲渡制限付株式の数の上限といたします。

　ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含みます。）または株式併合が行われた場合そ
の他これらの場合に準じて割り当てる譲渡制限付株式の総数の調整を必要とする場合には、当該譲渡制限付株式の総数を合理的に調整するこ
とができるものといたします。

（３）譲渡制限付株式割当契約の内容

　譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と譲渡制限付株式の割当てを受ける対象取締役との間で締結する譲渡制
限付株式割当契約は、以下の内容を含むものといたします。

（ア）譲渡制限の内容

　譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役及び執行役員のいずれの地位からも退任する
日までの期間（以下、「譲渡制限期間」といいます。）、当該対象取締役に割り当てられた譲渡制限付株式（以下、「本割当株式」といいます。）につ
き、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈その他一切の処分行為をすることができません（以下、「譲渡制限」と
いいます。）。

（イ）譲渡制限付株式の無償取得

　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最初に到来する当社の定時株主総会の開催日の前
日までに当社の取締役及び執行役員のいずれの地位からも退任した場合には、当社取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、本割当株
式を当然に無償で取得いたします。

　また、本割当株式のうち、上記（ア）の譲渡制限期間が満了した時点において下記（ウ）の譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除
されていないものがある場合には、当社はこれを当然に無償で取得いたします。

（ウ）譲渡制限の解除

　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最初に到来する当社の定時株主総会の開催日まで
継続して、当社の取締役または執行役員のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全部につき、譲渡制限期間が満了した時点
をもって譲渡制限を解除いたします。

　ただし、当該対象取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、譲渡制限期間の開始日以降、最初に到来する当社の定時株主総会の
開催日の前日までに当社の取締役及び執行役員のいずれの地位からも退任した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限
を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものといたします。

（エ）組織再編等における取扱い



　当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画その他の組織再編
等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で
承認された場合には、当社取締役会決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める
数の本割当株式につき、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除いたします。

　この場合には、当社は、上記の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然
に無償で取得いたします。

３.本業績連動型譲渡制限付株式報酬制度（ＰＳＵ）の概要

（１）業績連動型譲渡制限付株式の割当て及び払込み

　当社は、連続する３事業年度を業績評価期間（以下、「対象期間」といいます。）として、対象取締役に対して、当該対象期間における当社取締役
会が定める業績等の数値目標等の達成度合いに応じて、業績連動型譲渡制限付株式を交付するための金銭報酬債権を支給し、各対象取締役
は、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、業績連動型譲渡制限付株式の割当てを受けます。

　そのため、対象期間の開始時点では、各対象取締役に対して、これらを支給するか否か、支給する業績連動型譲渡制限付株式を交付するため
の金銭報酬債権の額及び交付する業績連動型譲渡制限付株式の数（以下、「交付株式数」といいます。）は確定しておりません。

　また、上記金銭報酬債権は、対象取締役が、上記の現物出資に同意していること及び対象取締役（ただし、上記金銭報酬債権の支給までの間
に任期満了その他当社取締役会が正当と認める事由により当社の取締役及び執行役員のいずれの地位からも退任した者を除きます。）が下記
（６）に定める内容を含む業績連動型譲渡制限付株式割当契約を締結していることを条件として支給いたします。

　初回の対象期間は、第四次中期経営計画期間（2024年４月１日～2027年３月31日）とし、以後、各中期経営計画期間を新たな対象期間として業
績連動型譲渡制限付株式の割当てを行うことができるものといたします。

（２）業績連動型譲渡制限付株式の総数

　各対象取締役に割り当てる業績連動型譲渡制限付株式の総数は各対象期間につき45,000株以内といたします。

　ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含みます。）または株式併合が行われた場合そ
の他これらの場合に準じて割り当てる業績連動型譲渡制限付株式の総数の調整を必要とする場合には、当該業績連動型譲渡制限付株式の総
数を合理的に調整することができるものといたします。

（３）交付株式数の算定方法

　業績連動型譲渡制限付株式の割当てに際し使用する各数値目標等、交付株式数の具体的な算定にあたり必要となる業績評価指標は、当社取
締役会において決定いたします。

　具体的な算定においては、以下の計算式に基づき、各対象取締役に対する交付株式数を算定いたします（ただし、１株未満の端数が生じた場合
にはこれを切り捨てるものといたします。）。

　各対象取締役に対して以下の計算式に基づき算定される交付株式数の業績連動型譲渡制限付株式の割当てを行うことにより、上記の対象取
締役に割り当てる業績連動型譲渡制限付株式の総数を超える場合または支給する金銭報酬債権の総額を超える場合には、当該総数及び総額
を超えない範囲で、各対象取締役に割り当てる業績連動型譲渡制限付株式の数及び金銭報酬債権の額を、按分比例等の当社取締役会におい
て定める合理的な方法により調整するものといたします。

各対象取締役に対する交付株式数

　基準となる株式ユニット数（※１）×　支給割合（※２）

　※１ 各対象取締役の役位、職務等に応じ、当社取締役会において決定いたします。

　※２ 各対象期間の各数値目標等の達成率等に応じ、0～200％の範囲で当社取締役会において決定いたします。

（４）交付要件等

　対象期間が終了し、以下の交付要件を満たした場合に、各対象取締役に対して金銭報酬債権を支給し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資さ
せることで各対象取締役に業績連動型譲渡制限付株式を交付するものといたします。

　なお、業績連動型譲渡制限付株式の交付は、当社による新株式発行または自己株式の処分の方法により行われ、その払込金額は業績連動型
譲渡制限付株式の割当てに係る当社取締役会決議日の前営業日の東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していな
い場合は、それに先立つ直前取引日の終値）を基礎として、各対象取締役に特に有利な金額とならない範囲で当社取締役会において決定する額
といたします。

　（ア）　対象期間中に対象取締役が継続して当社の取締役または執行役員のいずれかの地位にあったこと

　（イ）　当社取締役会で定める一定の非違行為がなかったこと

　（ウ） 当社取締役会が定めたその他必要と認められる要件を充足すること

　なお、上記（ア）にかかわらず、対象期間中に新たに就任した対象取締役が存在する場合または対象期間中に任期満了その他当社取締役会が
正当と認める事由により当社の取締役及び執行役員のいずれの地位からも退任した場合（死亡により退任した場合を除きます。）には、当該対象
取締役または退任者に対する交付株式数を、在任期間等を踏まえて合理的に調整いたします。

　また、業績連動型譲渡制限付株式の交付前に対象取締役が死亡した場合には、業績連動型譲渡制限付株式の交付に代えて、当社取締役会
が在任期間等を踏まえて合理的に定める交付株式数の価額に相当する額の金銭を、当該対象取締役の承継者となる相続人に対して支給いたし
ます。

（５）組織再編等における取扱い

　業績連動型譲渡制限付株式の交付前に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画その
他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社
取締役会）で承認された場合には、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、業績連動型譲渡制限付株式の交付に代えて、当社取締役会が在任
期間等を踏まえて合理的に定める交付株式数の価額に相当する額の金銭を、対象取締役に対して支給することができるものといたします。

（６）業績連動型譲渡制限付株式割当契約の内容

　業績連動型譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と業績連動型譲渡制限付株式の割当てを受ける対象取締役と
の間で締結する業績連動型譲渡制限付株式割当契約は、以下の内容を含むものといたします。

（ア）譲渡制限の内容

　業績連動型譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役は、業績連動型譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役及び執行役員のいずれ
の地位からも退任する日までの期間（以下、「譲渡制限期間」といいます。）、当該対象取締役に割り当てられた業績連動型譲渡制限付株式（以
下、「本割当株式」といいます。）につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈その他一切の処分行為をするこ
とができません（以下、「譲渡制限」といいます。）。

（イ）業績連動型譲渡制限付株式の無償取得

　当社は、業績連動型譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位からも退任した場合には、



当社取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、本割当株式を当然に無償で取得いたします。

　また、本割当株式のうち、上記（ア）の譲渡制限期間が満了した時点において下記（ウ）の譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除
されていないものがある場合には、当社はこれを当然に無償で取得いたします。

（ウ）譲渡制限の解除

　当社は、譲渡制限期間が満了した時点をもって、業績連動型譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が当該時点において保有する本割
当株式の全部につき、譲渡制限を解除いたします。

（エ）組織再編等における取扱い

　当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画その他の組織再編
等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で
承認された場合には、当社取締役会決議により、本割当株式の全部につき、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除いたしま
す。

　なお、当社は、上記と同様の譲渡制限付株式並びに業績連動型譲渡制限付株式を、当社の取締役を兼務しない執行役員に対しても、割り当て
ております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　取締役、監査役別に支給人員および総額を開示しております。

なお、前事業年度（自　2022年4月１日　至　2023年3月31日）における役員報酬等の内容は次のとおりであります。

役員報酬の内容（１）取締役　支給人員：５名　支給総額　31,016千円

（うち社外取締役）支給人員：（２名）　支給総額：（8,000千円）

　　　　　　　　　　（２）監査役　支給人員：３名　支給総額　28,264千円

（うち社外監査役）支給人員：（２名）　支給総額：（8,000千円）

（注）

１．取締役の支給額には、兼務する執行役員の報酬は含まれておりません。

２．上記支給額には、以下のものが含まれています。

前事業年度における役員賞与引当金の繰入額6,600千円（取締役５名に対し3,800千円（うち社外取締役２名に対し800千円）、監査役３名に対し2,8
00千円（うち社外監査役 ２名に対し800千円））

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬と短期インセンティブとしての賞与，長期インセンティブとしての譲渡制限付株式報酬(RS)、
中期インセンティブとしての業績連動型譲渡制限付株式報酬(PSU)により構成され、会社業績との連動性を確保し、職責や成果を反映した報酬体
系としています。なお、PSUに関して2024年度から開始する新中期経営計画と導入時期を合わせて実施するため、2023年度については基本報
酬、賞与、RSとしています。社外取締役と監査役の報酬は、業務執行から独立した立場であり、一定の金額の基本報酬と賞与により構成されてお
ります。

　取締役の個人別の報酬等の決定につきましては、取締役会で決議された決定方針に基づき、株主総会が定めた報酬総額の範囲内で、取締役
会から委任を受けた人事報酬諮問委員会がその金額を決定しております。なお、人事報酬諮問委員会は、委員の過半数が独立社外役員で構成
され、独立社外取締役が委員長を務めており、報酬決定手続きの客観性・透明性を確保しております。

　監査役の個人別の報酬は、当社の職務執行に対する監査の実効性を確保することを主眼に、経営者から独立して監査役の職責を全うするため
に、固定報酬として監査役会の協議に基づき決定することとしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】



　取締役会開催に際して配布する資料の精査時間を考慮した事前配布や、事前説明案件については担当取締役または担当部課長が事前説明を
行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１　経営者による業務執行について客観的な判断を下すため、社外取締役、社外監査役が出席する取締役会を毎月１回開催しております。

２　その業務執行状況の適法性・妥当性について合理的に判断するために必要な内部統制の基本方針を定めています。

３　監査・監督については、取締役会、監査役が経営の監督に責任をもって臨んでいます。

４　取締役の人事や個人別報酬決定については、過半数を独立社外役員で構成され、独立社外取締役を委員長とする「人事報酬諮問委員会」を
設置し、報酬の客観性・透明性を確保します。

【社外取締役に関する事項】

　社外取締役は、取締役会における意思決定に係る妥当性等について、中立的及び客観的立場から監督機能を果たすことが役割であると考えま
す。また、社外取締役は、必要に応じて代表取締役との意見交換を行う等、監督機能の向上に努めております。

【監査役の機能強化に向けた取組状況】

　当社の社外監査役は、弁護士等の専門的知識を持った監査役であり、取締役会に出席して独立的な立場から意見を述べる等、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行い、監査が有効に機能するように取組んでおります。

【会社の機関の基本説明】

（１） 取締役会

　当社取締役会は、取締役５名（うち社外取締役２名）で構成されております。取締役会は、原則月１回開催するほか、必要に応じて臨時にも開催
しております。取締役会では、経営上の意思決定・監督機能を基本的役割として、経営環境の変化に対して迅速かつ的確に対応すべく、重要な意
思決定に係る事項は審議事項として上程され、十分な議論を尽くして、いわゆる経営判断原則に基づき、意思決定・監督を行っております。

（２） 経営会議

　経営会議は、取締役、監査役、執行役員で構成されており、グループ内の重要事項に関する協議・検討を行うとともに、コーポレート・ガバナンス
の強化に努めております。

（３） 監査役会

　当社の監査役３名（うち社外監査役２名）は、独立した機関として取締役会にも出席して、取締役の業務執行の牽制機能を果たしております。ま
た、代表取締役社長以下の経営層と必要に応じて意見交換を行う等、監査機能の向上を図っております。

（４） 内部監査（監査室）

　監査室は、独立した機関として設置され、内部監査計画に基づき、専任のスタッフが業務監査を実施しております。監査結果については、取締
役、監査役、会計監査人の他、関係各部署に報告され、健全な業務の運営を確保しております。また、監査室は、グループ企業の業務監査も随
時行い、グループ全体の内部統制の強化に努めております。

（５） 会計監査人

　会計監査業務を執行している公認会計士の氏名、所属する監査法人名は以下のとおりであります。

　業務を執行した公認会計士の氏名：西田　裕志、安藝　眞博

　所属する監査法人名：EY新日本有限責任監査法人

【責任限定契約】

　当社と各社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第423条第１項の損害賠償責任につき、定款の定めにより損害賠償責任を限定する契約を
締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役並びに社外監査役とも、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは法令が
定める金額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役会設置会社として、監査役３名のうち、２名が社外監査役であり、独立した立場で監査役の職務を補助する監査役事務室を設置
しています。また、監査役会は、内部監査部門と連携した監査体制の充実や牽制機能の強化等、コーポレート・ガバナンスの充実を図っておりま
す。また、社外取締役を２名選任しており、同社外取締役が取締役会の一員として、議論や決議に参加することで、取締役会としての監督機能を
向上させており、現状の体制において、コーポレート・ガバナンスの機能強化が果たされるものと考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主総会開催日の３週間前に発送しております。

第56回定時株主総会　開催日時　2023年６月23日(金)午後２時～

電子提供措置の開始日　　　2023年５月31日(水)

株主総会招集通知発送日　 2023年６月２日(金)



電磁的方法による議決権の行使
インターネットによる議決権行使を採用しております。加えて、議決権行使書に記載された
QRコードをスマートフォン等で読み取ることで行使手続きができる「スマート行使」を導入し
ております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」を採用しております。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知の表紙・参考書類部分の英文での開示を実施しております。

その他
定時株主総会では、映像資料を用いる等事業報告の主な内容や重要課題、中長期の展
望について株主にわかりやすく説明しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 実施については今後の状況をみながら対応して参ります。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年２回程度の頻度で開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
期末・四半期の決算短信および参考説明資料、ならびに財務・業績の状況を
掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画本部　経営戦略推進部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「アルビスグループ企業行動指針」において、各ステークホルダーに対して、全役職員が尊
重すべき事項を具体的行動基準として規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

地域貢献として、自治体との地域包括連携協定を締結、認知症サポーターの養成、移動販
売サービス、高齢者向け交通安全啓蒙活動、健康セミナーや料理教室等の健康応援活
動、及びちびっ子健康マラソンやママさんバレー等のスポーツ振興活動等を行っておりま
す。

また、環境活動の一環として、食品ロス削減を行うことに加え、2050年の脱炭素社会実現
の一環として、温室効果ガスの測定の他、SDGs目標達成へ向けた環境保全の活動を「albi
s Green Action」と総称し取り組んでおります。従来からの牛乳パック、食品トレー、ペットボ

トルおよびアルミ・スチール缶の回収を行うリサイクル活動の推進に加え、レジ袋をバイオ
マス50％使用に変更するなど、サステナブルな生活提案や環境負荷軽減に寄与しており
ます。

更には、「美濃加茂店(岐阜県美濃加茂市)」では、太陽光パネルを設置する等CO2削減を
推進しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「アルビスグループ企業行動指針」において、事業運営の透明性を確保する為、各ステー
クホルダーに対して事業活動を開示する方針を規定しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制として、社外弁護士も参加する「コンプライアンス委員会」を設置、
関連ある社内規程を制定し、社内徹底を図っております。また、コンプライアンスの推進については、企業行動指針の制定、社員手帳「アルビスマ
インド」の配付、通報制度の整備を行っております。

２　取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための対応として、全役員が出席する取締役会を毎月１度開催、重要事項の決
定ならびに業務執行状況の監督等を行っております。なお、当社は取締役５名のうち２名は社外取締役であり、監査役は３名のうち２名が社外監



査役であり、それぞれ社外役員として、業務への意思決定、監督機能に関与する体制となっております。また、取締役会の機能をより強化し経営
効率を向上させるため、常勤役員が出席する経営会議を毎月１回開催し、業務執行に関する基本的事項及び重要事項に係わる意思決定を機動
的に行います。業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画及び各年度経営方針ならびに各年度予算を立案し、全社的な目
標を設定、各部門においてその目標に向け、具体策を立案実行しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、内部統制システム基本方針に、「社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体に対しては、一切の関係を遮断し、不当な要
求には断固として応じず、毅然とした態度で対応する」と定めるとともに、「アルビスグループ企業行動指針」においてもその旨の行動指針を定め、

「アルビスマインド」として全従業員に配付する等、社内への啓蒙活動を行っております。また、実務上の業務マニュアルとして「反社会的勢力調

査マニュアル（手順書）」を整備し、反社会的勢力排除に向けて、下記の体制を整備・運用することとしております。

ａ．契約書等の整備

　　各種契約書に反社会的勢力に対する対応を明記しております。

ｂ．統括部署の設置

　　反社会的勢力の統括部署を管理本部総務部とし、調査、情報収集を行っております。

ｃ．警察等外部機関との連携強化

　　弁護士、警察、暴力追放機関との連携体制の強化を行っております。

ｄ．反社会的勢力チェック体制

　　当社は、ステークホルダーに反社会的勢力が関わっていないことのチェックを下記のとおり行っております。

（1）株主に対しては、期末（3月末）、第2四半期（9月末）の株主名簿が届きしだい、1％以上の持株比率の株主について、担当者がインターネット

検索による調査を行っております。

（2）取引先に対しては、新規に取引を検討する場合、事前に管理本部総務部へ申請を行い、担当者がインターネット検索による調査を行っており
ます。

（3）役員に対しては、まず、２親等以内の親族の氏名・住所、及び本人または２親等以内の親族が議決権の過半数を所有する会社の有無を調査

します。その結果に基づいて、役員本人及び２親等以内の親族が議決権の過半数を所有する会社についてインターネット検索による調査を、既存
役員の場合は年１回（４月）、新任の場合は役員候補となった時点で行っております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

－

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

（1）適時開示体制の概要

　当社は、株主・投資家をはじめとする全てのステークホルダーから信頼され、支持される企業となることを目指し、適時・正確かつ公平な情報を
開示して参ります。また、会社法、金融商品取引法等関連法令・規則を遵守し、「有価証券上場規程」に該当する情報を迅速に開示するほか、当
社グループに関する情報についても積極的に開示して参ります。

（2）適時開示に係る社内体制の状況

　証券取引所の定める適時開示規則に規定する決定事実または発生事実に該当する可能性を認知したときには、管理本部総務部が情報を取り
纏め必要な会議（取締役会・経営会議・危機管理委員会等）を招集、審議を行います。適時開示規則に従い開示すべき事実である場合は、管理
本部総務部及び経営企画本部経営戦略推進部が連携し速やかに公表いたします。

（3）決算情報開示に関する社内体制

　決算情報を管理本部財務経理部が収集し原案を作成、管理本部長が確認の上、経営トップが内容を確認、（取締役会決議等が必要な事項は当
該決議を含む）の上、公表いたします。

（4）子会社に係る情報

　子会社に関する情報も上記（1）、（2）、（3）の内容に則り開示を行います。



株 主 総 会

監査役会
監査役3名

（うち社外監査役2名）

取締役会
取締役5名

（うち社外取締役2名）

人事報酬諮問委員会

監査室
（内部監査）

委員4名
（うち独立社外取締役2名）
（うち独立社外監査役1名）
（うち代表取締役1名）

（委員長:独立社外取締役）

委員4名
（うち社外取締役 2名）
（うち社外監査役 2名）

監査役事務室

会計監査人

常勤監査役

執行役員

代表取締役社長

ガバナンス委員会

経営会議

戦略会議

社内委員会

コンプライアンス
委員会

危機管理委員会

選任

答申諮問 指示

監査

監督報告

会計監査

報告

監査
報告

選任 選任

報告

報告

相当性の判断



【別表1　スキルマトリクス】

氏名 役職 生年月日 事業経営 業界知見
デジタル・マー

ケティング
財務会計

法務・
コンプライアン

ス

食品製造・
品質管理

池田　和男 代表取締役社長 1961年7月16日 ○ ○ 〇

石田　康洋 取締役常務執行役員 1974年1月4日 ○ ○ 〇

上野　弘樹 取締役執行役員 1959年7月30日 ○ 〇 ○

加世多　達也 取締役 1952年2月10日 ○ ○ ○

松村　篤樹 取締役 1949年11月7日 ○ ○ ○

堀　明久 常勤監査役 1959年1月20日 ○ 〇

山口　敏彦 監査役 1957年10月26日 ○

樋尾　亜佐子 監査役 1970年8月13日 ○ ○ ○

* 各人保有スキルのうち、とりわけ強みのあるもの/当社事業との関連性が強いものを最大3個記載しております


